
2H14 大学からみた 産業技術総合研究所との 連携に関する 
意識調査結果について 

0 大熊譲治 ( 日本システム 開発 所 ) , 関根重手 ( 産 総研 ) 

1 . はじめに 認識している」は 1 割強 (91 人 ) 。 

産 総研は 2001 年 4 月に独立行政法人化された。 2003 年 0      が   いほど                 として     してい 

10 月に独法化された 理化学研究所等特殊法人系研究機関、 る @ 割合が高く 、 逆に年 偉 が低いほど産侍所 を 「 屋 

2004 年 4 月に法人化された 国公立大学等とは 研究開発面 手 相手として 俺抹 している，割合が 高くなる傾向。 
で、 これまで以上に 競合する場面が 多くなることが 予想さ   産 総研を「連携 充 として認識している」は、 理学系の 

れる。 産 総研としては 今後我が国の 技術開発を担う 研究機 物理、 化学、 工学系の材料、 プロセス、 ェ ネルギⅠ 

関 として、 その 独印 性を発揮していくため、 大学、 理研等 環境分野等研究者で 大きな割合を 占めている。 ライフ 

研究機関との 相対的な位置づけや、 産 総研が担 う べき役割 サ イェンス、 バイオテクノロジ 一関連の研究者も 産 総 

ほ ついて明確にしておくことが 極めて重要になる。 研を 「連携 先 として認識している」割合が 比較的高い。 

そのような背景の 下、 産総研の研究機関としての 今後の 一方、 仁気 ・も子、 脩温エ 宇の研究者は 産億所 を 「 崩 
あ り方、 制度設計、 その制度の具体的な 運用に資すること 手相手と 穏抹 している l 割合が比 故的 高い。 
を目的として 基礎 ヂ 一タ収集のため、 大字研究者に 対する O  土木、 医学 ) 薬 @ 、 農学の研究者で @@ 寸二へ 「 産 総研の存 

アンケート調査を 行った。 今回、 その結果を報告する。 在や研究内容についてはあ まりよく知らない」という 

回答が多く、 いずれも 3 割を超えている。 
2 . アンケート調査の 実施概要 

(1 ) 調査対象 [ 珪 億所とのⅡわり ] 
調査対象は 、 次のような点を 考慮して選定した。 ( 産 侍 所 との 迫拐 の有無 ) 

① 産 総研立地の地域的な 広がりを考慮 0  共同研究等 産 総研との連携経験有りと 回答した研究 

② 産 総研がカバーする 多様な研究分野等を 考慮 ( 主と 者は、 全回答者 875 人の 3 分の 1 の 295 名であ った。 

して理工系であ るが、 技術経営等社会科学系も 含む )  O  回答者の年齢、 役職、 研究者の活動地域に よ る差異は 

③法人化する 国公立大学並びに 私立大学からバランス それほど顕著でない。 ただ年齢が高いほど、 また助教 

よく選定 授 より教授の方が 産 総研との経験有りの 比率が高い。 
具体的には全国大学職員録 ( 国公立大学 編 、 私立大 O  連携経験の有無を 専門分野別に 見ると、 蜘究者 

掌編平成 14 年版 廣潤社 ) に基づき、 講師以上を基準と が 40% を超えており、 工学系は平均よりやや 上回っ 
してランダムに 抽出した。 ているが、 医学系、 社会工学系は 20% 未満にとどま 

(2) 調査期間 : 平成 15 年 12 月 20 日 っている。 

～平成 16 年 1 月 51 日まで O  専門分野をより 詳細に見ると、 理学系では物理、 化学、 

(3) 調査 票 回収状況 : 発送致 4,330 件、 工学系では材料、 プロセス、 ェ ネルギⅠ環境分野の 

回収 数 875 件 ( 回収率 20 ． 2%  ) 研究者が 産 総研との連携経験有りの 回答が多い。 

(4) 調査項目 ( 迫拐 の其体的内容 ) 
①これまでの 産総研 ( 工業技術院研究所 ) との関わり 0  産 総研との連携経験有りの 回答者 295 名で、 具体的 

ほ ついて ( 産 総研との関わりの 有無、 産 総研との 関 な 連携内容で最も 多かったのは                 

わりの具体的な 内容、 産 総研に対する 評価 ) 177 件 ( 杓 60%) で、 以下、 「学生、 大学院生の産 総 

② 産 総研に対する 期待と要望 ( 産 総研への期待の 有無、 研への派遣」 86 件 ( 約 30%) 、 「 産 総研の研究施設、 

研究機能面強 ィヒ への期待、 研究管理的側面への 期待、 機器の利用」 74 件 (25.0%) 、 「 産 総研と共同で 研究会 

その他の側面への 期待 ) などを実施」 65 件 (22.0%) と続く。 いずれも「共同 
③ 産 総研のあ るべき姿への 自由意見 研究の実施」の 半分以下であ る。 

④回答者の属性 ( 連携の辞 価 ) 
0  連携経験有りの 回答者 295 名のうち、 2% 亘一 1 

3. 調査結果の概要 が 「有益であ った」と 回 善しており、 「有益でなかっ 

[ 珪億研に 対する 笘甘 ] た 」はわずか 8 名 ( 無 回答が 2 名 ) 。 

0  産 総研に対する 認識を見ると、 全回答者 875 人のう 0  有益であ った理由は、 F 研究成果が上がった 苫 、 F 有益 

ち 4 分の 3 の 660 人が 産 総研を「研究機関のひとっ なデータが得られた 刀 、 F 共著論文が作成できた d 、 F 共 

として認識しており、 成果等には関心があ る」と回答。 同研究でお互いの 研究が進展した 山等 直接的な成果の 

産 総研を「連携先の 研究機関として 認識している」が 他 、 F 人的交流 d 、 r 議論の機会 ] 、 F 情報入手の機会が 

4 分の 1 拍 (232 人 ) 、 「競争相手の 研究機関として 得られた山、 F 機器利用で成果があ った山導。 
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0  産 総研との共同研究等連携における 障害・困難につい 

ては、 連携経験有りの 回答者 295 名のうち、 峯 近二 
(70%) が巨害 ・ 田 Ⅰはなかったと 回答している。 

に 見てみると、 北海 逆 、 目文、 中部は、 全体平均より 

面く 、 中日、 九州は全休平均より 低くなっている。 

O  産総研とのミ 車携の意向の 違いを研究者の 専「 7 分里 子ご 

0  障害・困難があ ったと回答した 研究者が挙げた 項目と 

して多かったのは、 「大字院生、 キ生の宿舎など 生活 
とに見てみると、 理     は全       よ       の     が 

面く、 エ学 系 はほぽ平均、 医学ほかは平均以下であ っ 

@g)iBMLi  (35  m.  @wm@(pmw%(D@.w 一 
となっている。 その他 へ産 総研の物理的な 遠さへ交通 

の便といつた 距離的な問題や ) 宿泊の問題等が 挙 @ ゴ 。 ら 

れている。 

産 総研この共同研究の 実施 

早生大学院生の 産 絆研へ CDD. 辰迂 

産は 研の研究施設 柚器のヰ @ 」 用 

産は研と 共同で研究会などを 実施 

産 総研研究者を 社会人 " クターとして 受入   

単位，，、 

図 1  具体的な連携の 仕方について ( 複数回答 ) 

( 連携 経検 無しの理由 ) 
O  連携経験無しの 回答者 580 名が挙げた理由で 最も多 

かったのは、 「 迫 棚の必要在を 臆 じなかった l 2 ㏄ 件 回 。 "     "     。 ぬ 。 破目 
俺達 桂 がなかった」 175 件 (30.2%) 、 「コンタクトの 

方法が分からなかった @ 164 件 (28.3%) が比較的多 

かった。 一方、 「 産 総研ついてほとんど 関心がなかっ 

た」は 85 件 (14.7%) となっている。 

O  その他の理由としては、 「体制がなかった」、 「 産 総研 

から相手にされないと 思った」といったものも 見受け 

られた。 産 総研が「距離的に 遠い」という 理由も若手 

見受けられた。 

O  研究者の専門分野に 関する違 い では、 医生色か 路 " ㍾ 画 
仙 ぬ ㎜ 
公を占めている。 

( 産 侍所との今後の 違 拐 の 爪向 ) 
0  産 総研との今後の 連携の意向については、 里旦ノ 目ム 

「       と の       が 361 JAl60    は     上を占めている。 

0  産 総研との連携に 際して、 研究テーマとして 比較的多 

く 挙げられた研究分野は、 ①材料、 ④バイオテクノロ 
ジⅠ⑤環境、 資源、 ⑥エネルギⅠ⑧化 学 ・プロセ 

ス、 ⑨ヒューマンテクノロジー ( ロ ポット等 ) 、 ⑪地質、 

海洋、 気象等であ り、 産 総研の研究ポテンシャルが 十 

分認識されているものと 考えられる。 

0  産 総研との連携の 意向の違いを 研究者の活動地域 毎 
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( 迫持にね 足 される 巨害 ・ 困娃 

( 迫拐軽検 無しと 回 缶の人のみ )) 
0  連携経験無しの 回答者 580 名に対して、 産 総研との 

今後の連携において 想定される障害・ 困難について 尋 

ねた結果、 「障害や困難があ ると思う」は 全体の約 4 

分の 1 の 150 名で、 約 8 分の 2 の 376 人は、 「障害や 

困難はないと 思う」と回答している。 
O  想定される障害・ 困難の理由としては、 「 f 檸里的 問題」、 

「成果の帰属」、 「特許等の取り 扱い」、 「金銭的問題」、 
「手続きの問題」、 「研究テーマのマッチンバの 問題」、 

「スタッフに 関する問題」「時間的な 問題」、 等が挙げ 
られているが、 産 総研が土糠星的に 遠いからといった 理 

由を障害・困難として 挙げる例が単独では 最も多くな 
っている。 

[ 今 枝の 珪 ㏄研への期待   
( 今後の珪柵への 期待の有無 ) 

0  全回答者 875 人のうち今後の 産総研にⅠ 担 使主 授 2 
ている」が 777 人 (88.8 りで、 「期待していない」 

が 78 人 (8.9%) であ った。 無 回答 20 人 (2.3 りを 

除くと、 10 人に 9 人が期待を持っていると 回答。 

0  期待していない 理由としては、 「研究分野の 不一致に 

関するもの」、 「 産 総研の体質に 関するもの」、 「 産 総研 

に関する情報不足に 起因するもの」等に 整理できる。 

この中でも「       に     る       に       も も 

" 祇 "" 。     "   

0  「 産 総研の体質に 関するもの」の 内容例を見てみると、 

F 開放的でないこと d 、 F 政府・官僚の 力 が強く、 また、 

官僚の天下りの 人がいると思われる 山、 F 官僚的体質が 

抜けない限り、 実質的な共同研究はあ りえない山など 

産総研が官僚的体質を 持つ組織であ るとの認識が 回 

答者の一部に 存在する。 
0  研究面に関しては「総花的であ る」、 「成果中心であ っ 

て 科学的根拠に 基づくしっかりとした 研究が少ない」 

といった理由を 挙げている回答もあ る。 

O  産 総研との連携の 意向が無い回答者グループの 産総 
研に対する期待値が 下がるのは当然であ るが、 それで 

も 70% の回答者が今後の 産総研に対して 期待を持っ 

ている。 

[ 今 枝の 珪弓研に 期待する内容 ] 
0  産 総研に期待する 内容を見ると、 「イコールパートナ 

ーとしての共同研究の 実施」、 「研究施設、 実験装置、 
機器などのハードウェア 面」、 「研究成果、 研究ノウハ 

ウ 、 各種データなどのソフトウェア 面」、 「先端技術分 

野の技術情報提供」、 「学生の就職先」、 「学生、 大字院 
生、 大学教員の派遣先」などが 上位を占めている。 
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0  40 歳代、 50 歳代と 30 歳代との比較で 特徴的なのは、 
囲 

「学生の就職先」の 期待が高いことであ る。 この年代 。 "" ル ' 。 "' ト山 "' 共陀 "" 実施 

の 研究者は、 「学生の就職先」の 確保が大きな 役割の *Bstta  xwta@  aei<*@@/¥-ho@7B 

一つになっているためであ ると考えられる。 BBEOW  Wi@i¥@@  @@@B:-y<t@@@7@@5t7B 

0  40% 代の研究者は 他の年神Ⅰに 比べて、 「イコールバ sy@8@@@@@a@fln@a@ 

一 トナーとしての 共同研究の実 桂 @ が ユ も 卑 むことと "S@OWSt 

して特に拉く 見られている。 " 生 大翔 笠 " き教Ⅰの 派 Ⅰ 先 

0  産 総研への期待内容の 違いを研究者の 活動地域ごと " 宇と 。 尭 "" 丈 "" 曲 "" な % 分                 

に 見てみると、 東北、 田東、 中部、 近 億 、 九州・ 沖仮 tatiBaiwtiwiaffi 

では、 「宇土大           の   、   @ への 期 捧 時合 丸 " 究会 。 """ 伺 " 佳 

か く に でこ が であ る。 -k'w@@itwiSfti@mw 

0  四目 は 、 他地球 と 比べて「九 % 技術分野の技術 億里 RBBKato-@@@-T  -$:aCT-iW@e@@W5El@BtotM< 

尹供 l への期待が相対的に 高い。 @aftttftStK@ @@@!>'@@@LI@<1'@ tt@18M@To@@@S 

0  中ロ 地甘は 位地 甘と兵 なり、 「大半 と 土圭との交流促 。 共性 " 舌 : 。 曲 。 倭ヌ " 。 、 " 、 " 甘竹杖 "" 供 

進 のための仲介、 コーチ ィ ネート l がⅠも期待する 甘 """ 枕席， t 等 " 研究開発型 企柴よ 。 。 " 研究 支播業 " 

s6@asiffl@-3-o@c その他 

単位 メ 

図 2  今後の産総研に 期待する内容 
表 1 今後の産総研に 期待する内容 ( 窩 

国捺 金諾、 研究会などの 共同開催 

大学の非常助辞 師 としての人材 

反問発を含めべンチャー 支援のため 
の 資金や研究㌦ 所の提供 

      

公共性が高く、 全集 か 移入しにくい   
計測 相 準の供給 

    

公共性が高く、 全集 か 参入しにくい   
地實 0% 供 

  

特許生物委託等の 研究開発型企業に 
  対する研究支援 " 務 

その他 

( 今後、 産用所 で 坤軸が必要な 捷舘 ( 研究面 り 
0  今後の産総研の 存在価値を充実させるために 研究面 挙げる割合が 、 他の年神Ⅰと 比べ若干高くなっている。 

で増強が必要な 機能として最多のものは、 「国際的な ( 産億 布袴 描甘強 の 必軸 ( 充斤 9B お ( タト の 甘 0B)) 
産業競争力・ 最先端技術の 基礎研究」機能で、 次いで 0  今後の産総面升の 存在価値を充実させるために 研 多毛 以 

「学術の発展に 資する基礎研究・ 基盤的研究」、 「我が @(Dmm@*mww  @  hn@  @  @@{@rsM&. 
固め テクノインフラ 整備に関する 基盤技術の構築」、     Ⅰ       セミナ一               の       を 心   と   る       が   

「エネルギー ，環境技術などの 研究」であ る。 も 多く、 正使 充 とする 回告も 50% を占めている。 次 

0  大学研究者は、 産 総研に対し基礎的研究・ 基盤的な研 い で、 「研究者の流動性強化のための 人材プール的な 

究の機能増強への 期待が高く、 ニーズ指向の 応用所 役目」、 「内覚技術情報等の 収集・分析・ 発信、 国際会 

究 ・開発への期待は 比較的少ない。 議の主催」が 続く。 

0  「計量標準に 関する研究」を 機能増強に挙げる 回答も 0  研究面以外で 産総研の機能増強の 期待を研究者の 活 
それほど少なくはない。 俺に 30% 代 、 助教授 レペル 動地域ごとに 見てみると、 特徴的なのは、 中国地域は 

の 研究者が、 「 計 Ⅰ年ヰ に必 する研究 l の 甘 % 増強を 「民間発を含めべンチャー 支援のための 資金や研究 
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場所の提供」の 機能増強を望む 回答が他地域と 比較し 
て 高い。 

( 産侍 研が研究会     強を曲るべき 特定の分野 ) 

0  産 総研が今後どのような 研究分野の機能増強を 図る 
べきかを見ると「 昧塊 @ がⅠも多く 、 次いで「エネル 
キート 「ライフサイエンスト「ナノテクⅡ「村覚 l と 

なっており、 いずれも総合科学技術会議が 重点 4 分野 
としている研究分野が 必要性の高い 研究分野の上位 

に 選ばれている。 

0  最優先の研究分野では、 「環境」、 「エネルギー」、 「 ラ 

イブサィェ ンス」の 3 つ がほぼ互角で 並んでおり、 産 図 3  機能増強すべき 分野 
総研に対する 期待のあ り様が分かる。 

0  「 廿報 温情 時 「エレクトロニクス l といった研究 分 

野 の 枕舘 % 強 を里 む口缶は上述の 4 つと他校してそ 

れほど多くない。 また、 「製造」分野の 研究の増強を 
望む回答もそれほど 多くない。 

( 珪 侍所との 連拐経検 の有無 と 

% 強すべき研究分野との 目係 ) 
0  連携経験の有無の 双方の回答者バループ 共に 、 「ライ 

フサィェ ンス」、 「ナノテク」、 「環境」、 「エネルギー」 、 

「材料」が必要性の 高い研究分野の 上位を占めている。 
0  連携経験有りのバループでは、 無しのグループに 比べ 

て 「材料」のウェイトが 大きく、 「ライフサイエンス」 図 4  産 総研研究分野別の 研究職員構成 
のウェイトが 低くなっている。 

0  最優先の研究分野に 関しても、 双方のバループともほ [ 珪億研に 対する宗男・ ま且   

ぼ 同様の傾向が 見られる。 連携経験有りは 無しの場合 産 総研に対する 意見・要望に 関して、 経営方針や産総研 
に 比べて、 「ライフサイエンス」のウェイトが 相対的 に対するニーズ、 他 研究機関との 差別化に関する 意見、 産 

に 小さくなっている。 総研に求めるリーダーシップ、 情報公開についての 意見、 
0  「情報通信」、 「エレクトロニクス」を 最優先とする 団 交流・共同研究についての 意見・要望、 研究テーマやその 

答は 、 連携経験の有無に 変わらず相対的に 低い。 方向性についての 意見、 " 独立法人化 " に関する意見など 

( 研究者の括 功地甘と 坤軸すべ さ 研究分野との 由係 ) 様々なものが 寄せられた。 
0  北海道以覚では、 「環境」が最上位になっている。 東 

化 では、 他地域と比べて「材料」を 選択する回答が 相 4. おわりに 

対 的に多くなっている。 今回の調査で 大学研究者の 共同研究等 産 総研との連携 
( 耳門分野と増強すぺき 研究分野との 文保 ) 経験に対する 評価、 産総研に対して 抱くイメージ、 また、 

0  全般的に各専門分野共に「ライフサイェンス」、 「ナノ 研究機能、 その他の機能面で 産総研に期待する 内容に関し 
テク」、 「環境」、 「エネルギー」、 「材料」が必要性の 高 て 、 大学研究者の 地 肪朗り 、 年齢別、 専門分野ごとの 違いが 

い 研究テーマの 上位に選ばれている。 明らかになった。 産 総研のあ り方、 組織設計、 制度設計に 
0  医学ほか、 その他では、 「ライフサイェンス」を 最優 資する貴重な 基礎データが 整備されたと 考えている。 

充 とする意見が 顕著であ り、 社会工学ほかでは、 「 環 今後の産総研の 組織設計においては、 民間企業への 同様 

境 」を最優先とする 意見が顕著になっている。 の アンケート調査、 地域センターごとの 要望の調査、 など   

0  各専門分野ともに、 「情報通信」、 「エレクトロニクス」 を踏まえ、 公的研究機関の 役割の明確化、 強化すべき技術 

の 必要性は比較的高く 見られているが、 最優先とする 分野の明確化など、 産 総研全体のパフォーマンスを 向上す 

見方はかなり 少ない。 るための更なる 検討が重要であ る。 
( 産任 研が増強すべき 研究 分丘と 最後に、 今回の本調査にご 協力いただいた 全国の国公私 

産億 研の現状との 出校 ) 立 大学の研究者に 御礼を申し上げる 次第であ る。 
産 総研が増強すべき 研究分野の比率を 円グラフに示し 

た ( 図 3) 。 また、 憶 任免 で 増強 す ぺき研究分野では、 「 ラ 5. 参考文献 

イフサイエンスト「文杖・エネルギー l の比率が高まり、 0  ( 独 ) 産業技術総合研究所技術情報部門、 ( 財 ) 日本 シ 

      ・エレクトⅡニクス」が 半 Ⅰしている。 ステム開発研究所、 「大学からみた 産業技術研究所との 

図 4 には、 踵           別     の     を一し 連携に関する 意識調査報告書」 (AIST-TID-M2003 叩 1) 
た 。 これは、 産億 研の研究ポテンシャルを 示すものであ 2004.3.1 速報 板   

るが、 全体的に期待からはそれほど 大きな 乖ド のない人 
旦 構成といえる。 しかし、 組織設計の際には、 民間企業か 
らの要望の分析を 含め、 さらに詳細な 検討が必要であ る。 
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